（令和８年度コミュニティ助成事業　別記様式第１号）


令和　　年　　月　　日

東広島市長　様
　　申請者　　住　　　　所　東広島市西条栄町○番○号
　　　　　　　自治協議会名　○○住民自治協議会
代表者氏名　会長　東広島　太郎　　印
コミュニティ助成事業 助成申請書
（一般コミュニティ助成事業）
別記のとおり標記に関する事業を行いたいので、助成されるよう申請します。

連絡責任者
	住所
	東広島市西条栄町○番○号

	氏名
	東広島　花子

	電　　話（携帯可）
	ｘｘｘ－ｙｙｙｙ－ｚｚｚｚ
○○○－△△△△－□□□□

	Ｅ－MAIL

（任意）
	hgh200924@city.higashihiroshima.lg.jp


１．事業実施主体
	都道府県名
	広島県
	市（区）町村名
	東広島市

	１．組織の名称
	○○住民自治協議会

	２．事業所所在地
（電話番号）
	〒７３９－ｘｘｘｘ　　（ｘｘｘ－ｙｙｙｙ－ｚｚｚｚ）
東広島市西条栄町○番○号

	３．代表者氏名
	東広島　太郎

	４．結成年月日
	　令和○○年○月○日

	５．市（区）町村人口
活動対象地域の人口
	市（区）町村人口　　　　　　　人（　　年　　月現在）
活動対象地域　　　　　　　　　人（　　年　　月現在）


２．事業実施主体の説明
	東広島市においては、地域におけるまちづくりを推進する団体として、各小学校区単位で住民自治協議会を設立し、コミュニティ活動を主体的に行うとともに、地域の課題等に総合的かつ柔軟に対応するための組織として認定している。
　住民自治協議会は、地域住民のほか、自治会等の地域づくり団体などで構成されており、それぞれ特色のあるまちづくり計画を策定し、地域の実情に合ったまちづくり活動に取り組んでいる。
　○○住民自治協議会では、夏祭り、運動会、文化祭等のイベントを毎年行っており、活発にコミュニティ活動を行っている。また、年に数回、地域の清掃活動も行うなど、住民が暮らしやすいコミュニティづくりに取り組んでいる。


３．助成申請額
	事業費総額（Ａ）
	一般財源等充当額（Ｂ）
	助成申請額（Ａ―Ｂ）

	２，７１０，８００円
	２１０，８００円
	
	２
	５
	０
	０
	０
	０
	０円



４．助成申請事業の計画
（１）助成申請事業の名称

	運動会、盆踊り大会、夏祭りコミュニティ活動備品の整備


（２）助成申請事業の趣旨・目的
	住民自治協議会で行うイベント等に使用するステージ、テント、机等がないため別団体から借りているが、運搬が不便であり、設置や撤去に支障をきたしている。備品を整備すれば、運営がスムーズに行えるため購入したい。


（３）助成申請事業の対象者

	住民自治協議会構成員



（４）助成申請事業の内容
①　実施期間：令和８年５月１日開始～令和８年６月３０日完了
②　実施場所：○○地域センター
③　実施内容

	住民自治協議会で実施するイベント等に必要なステージ、テント、机等の備品を購入する。


④　収支内訳：別表ご参照
（５）助成申請事業の期待できる効果
	備品整備により、イベントを開催する上での搬入・搬出・保管の負担が軽減され、高齢化の進む地域のコミュニティ活動を活性化し、活力ある魅力的なコミュニティ活動が実施できる。


（６）助成申請事業のスケジュール
①　事業を実施（開始）するまでのスケジュール
	



②　実績報告書提出予定：令和８年７月３０日
（７）助成申請事業の過去の活動実績

	平成２５年に一般コミュニティ助成事業で２５０万円の補助を受け、祭りに使用する備品等を整備した。


５．宝くじの社会貢献広報の仕方
	（１）市（区）町村の広報誌への掲載
広報誌の名称
	発行予定日

	広報東広島
	令和７年　　月　　日


広報誌には「宝くじの助成金で整備した」「宝くじの助成金で実施する」旨の表現は必ず記載のこと。

（２）購入備品、設備、印刷物等への広報表示
別紙ご参照

６．添付資料
	
	書類名
	必要書類
	添付書類
	備考

	1
	申請書（別記様式第１号、別表）
	
	○
	

	2
	チェックリスト
	
	
	

	3
	事業実施主体規約
	
	○
	

	4
	事業実施主体の令和7年度事業計画及び予算書
	
	○
	

	5
	金額積算根拠（見積書等）
	
	○
	

	6
	事業内容に関する資料
	
	○
	

	7
	土地登記簿謄本（履歴事項全部証明書）
	
	
	

	8
	公図
	
	
	

	9
	建物工事に関する図面（平面図・立面図等）
	
	
	

	10
	財源に関する資料（資金積立計画等）
	
	
	

	11
	議事録（総会資料等）
	
	
	

	12
	実行委員会等の構成員を示す資料
	
	
	

	13
	助成対象事業にかかる経費の内訳を示す資料
	
	
	

	14
	前年度事業の決算書及び事業実績を示す資料
	
	
	

	15
	公益法人に関する資料
	
	
	

	16
	その他
	
	
	


記入例





提出まで期限が短いこともあり、申請書類の作成において協議会と市がスムーズな連携を取りたいと思いますので、平日の日中でも連絡可能な方の氏名・連絡先を記入してください。





各住民自治協議会が普段どのような活動に取り組んでいるかなど、簡単に紹介してください。





・助成申請額は10万円単位です。


・申請上限額は250万円までです。





例）○○他コミュニティ活動備品の整備　等








事業を実施するにあたって、取り組むべき課題の重要性・緊急性及び実施に至る経緯（背景）等を含めて記入してください。


※　実際に整備するものが、一つの自治会のものでも問題ないですが、事業主体である住民自治協議会として、「こうした活動を行いたいのでこのような備品を購入したい。」という表現にしてください。





「事業の完了」は、納品・検収が完了予定の日





実施する事業の内容、実施方法等を具体的にわかりやすく記入してください。


※実際に整備するものが、一つの自治会のものでも良いですが、事業主体である「住民自治協議会として必要な備品を購入する。」という表現にしてください。





事業実施により、「どのような対象にどのような効果が期待できるか」、「他の団体への模範となるような特色は何か」を記入してください。





事前準備は特に必要ありませんので、空欄にしておいてください。





事業完了後30日以内かつ


令和９年３月１日まで





「過去のコミュニティ助成事業の助成実績とその概要」、「同様の事業を実施している場合はその概要」、「申請事業の分野について過去にどのような事業を実施してきたか」を記載してください。





広報の発行予定については市で記入するので、空欄にしておいてください。





市が申請書をチェックしますのでここは空欄にしておいてください。





地域づくり推進課に申請をされる前に添付書類をご確認いただき、こちらに○をつけてください。
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